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令和６年度一般会計予算

５１２億２００万円 対前年比 １２億２００万円増加（２．４％増）

・当初予算規模は平成２６年度から１１年連続で過去最大規模を更新

１ 予算規模

・令和６年度一般会計予算は、令和５年度当初予算と比べて、１２億２００万円（２．４％）
の増加となり、過去最大の予算規模
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当初予算規模の推移
（単位：億円）

市 税 ２４４億８，２０１万６，０００円

６億８，２４６万２千円増加（対前年比２．９％増）

・個人市民税・・・令和５年度決算見込額や納税義務者の増加などから４．３％の増

・固定資産税・・・土地の価格上昇や新築家屋の増加などから１．８％の増

国庫支出金 １０８億１，６４５万１，０００円

３億９，４８８万４千円増加（対前年比３．８％増）

・公立学校施設整備費負担金や就学前教育・保育施設整備交付金などの増

２６８億６，０９９万１，０００円

１２億７，７８８万円増加（対前年比５．０％増）

・介護給付・訓練等給付費負担金や子どものための教育・保育給付負担金などの増

民生費

６７億７，０００万６，０００円

１３億４，６７９万４千円増加（対前年比２４．８％増）

教育費

・第六・第九小学校校舎増築事業や武道館施設改修工事などの増

〇主な増加要因（歳入）

〇主な増加要因（歳出）
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〇

60,681 千円

（担当：こども未来課）

〇

6,751 千円

（担当：保育課）

〇

544,831 千円

（担当：保育課）

〇

67,251 千円

（担当：学校給食課）

　公立保育園では、給食に係る原材料等の物価高騰に対応するため、給食費を改定します。
　ただし、保護者に与える影響を踏まえ、令和６年度分の給食費については、見直しによる改定分を
市費により補填することで、保護者の経済的負担を軽減します。
　また、民間保育園においては、補助金の支給額を拡充することで、保護者の負担軽減及び施設の
運営安定化を図ります。

令和７年４月に朝霞幼稚園が認定こども園へ移行するにあたり、施設整備費を補助し、保育の受け
皿を増やすことで、待機児童の解消を図ります。

こども医療費を通院・入院ともに１８歳まで無償化します

　これまで、通院は１５歳まで入院は１８歳までを無償としていましたが、令和６年４月から通院・入
院ともに１８歳まで無償とすることで、子育て世帯の負担軽減を図ります。

　給食に係る原材料等の物価高騰に対応するため、令和５年度に行った学校給食費の改定分につ
いて、令和５年度に引き続き、改定分を市費により補填することで、保護者の経済的負担を軽減し
ます。

保育園給食費単価見直しによる改定分を市が負担します

幼稚園の認定こども園移行に向け整備費を補助します

学校給食費単価見直しによる改定分を市が負担します

２ 令和６年度 重点的に実施する取組

①子育て支援の充実を図ります
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〇

400 千円

（担当：福祉相談課）

〇

2,812 千円

（担当：こども未来課）

〇

14,513 千円

（担当：障害福祉課）

〇

1,538 千円

（担当：人権庶務課）

〇

7,079 千円

（担当：総合窓口課）

成年後見制度に関する相談窓口を設置します

　成年後見制度の活用を必要とする方が専門的な相談ができるよう、専門職による成年後見制度
に関する相談窓口を設置します。

休日・夜間におけるひとり親家庭等相談窓口を設置します

　ひとり親家庭等の新たな相談窓口として、電話やビデオ通話アプリ、メールによる相談窓口を設
置し、休日や夜間における相談体制の強化を図ります。

障害者基幹相談支援センターを設置します

　地域における障害者相談支援の中核的な役割を担う機関として、障害者相談支援、成年後見制度
利用支援、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法及び精神保健福祉法に基づく相談等の業務を総
合的に実施します。

（仮称）こども人権相談窓口を設置します

　手紙（ミニレター）、電話、Web及び面談による相談窓口を設置し、子どもをめぐる様々な人権問
題の早期解決を目指します。

おくやみコーナーを設置します

　故人に関する手続の専用窓口を設置し、死亡後に必要な市の手続の案内と申請をワンストップで
実施します。

②相談窓口の充実を図ります
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〇

28,321 千円

（担当：教育総務課）

〇

12,408 千円

（担当：開発建築課）

※別途、水道事業会計2,860千円、下水道事業会計1,760千円で予算計上あり

〇

1,000 千円

（担当：課税課）

〇

18,882 千円

（担当：デジタル推進課）

〇

2,284 千円

（担当：デジタル推進課）

〇

1,100 千円

（担当：デジタル推進課）

小中学校に統合型校務支援システム及び保
護者連絡システムを導入します

　出欠管理や成績処理など学校における事務全般を実施するためのシステムを導入し、教職員の校
務処理の負担軽減を図ります。また、欠席等の連絡をオンラインで行うことが可能となり、保護者の
利便性の向上も図られます。

公開型GIS（地理情報システム）への掲載情報を拡充します

　令和６年３月から運用が開始される公開型GISへ掲載するため、建築基準法の道路種別や水道台
帳等のレイヤーを作成し、インターネット上で閲覧可能とすることで、市民や事業者の利便性を向上
させます。

課税課窓口で申請書作成支援システムを導入します

　カードリーダーに本人確認書類を置くことで、申請用紙に名前・住所・生年月日を転記するシステ
ムを導入し、窓口申請における利便性を向上させます。

電子決裁・文書管理システムを導入します

　電子決裁・文書管理システムを導入することで、庁内事務のペーパーレス化を促進し、業務の効率
化を図ります。

AI-OCR及びRPAによる定型業務の自動化を拡充します

　令和５年度に２業務で導入を開始したAI-OCR及びRＰＡの導入業務を４業務に拡大し、業務の更
なる効率化を図ります。

デジタル化に関する職員研修を拡充します

　デジタル化の推進に向けた知識習得及び職員の意識醸成を図るため、職員研修を実施します。

③デジタル化を推進します
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〇

388 千円

（担当：危機管理室）

〇

13,138 千円

（担当：危機管理室）

〇

49,186 千円

※一般会計からの繰出金として予算計上 （担当：上下水道総務課）

内間木地区の浸水被害軽減対策の検討を行います

　内間木地区の雨水排水施設等について調査を行い、浸水被害の軽減対策について検討します。

　避難行動要支援者の個別計画の策定を促進するため、郵送での調査や計画作成支援者への謝金
を創設します。

　近年の自然災害等の傾向や社会情勢の変化に対応するため、令和５～６年度の２か年で地域防災
計画を改訂します。

要支援者個別避難計画の策定を促進します

地域防災計画を改訂します

④災害対策を推進します
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①　安全・安心なまちを目指す取組

（１）

22,149 千円

（担当：危機管理室）

（２）

1,100 千円

（担当：危機管理室）

（３）

170 千円

（担当：こども未来課）

（４）

6,413 千円

（担当：教育総務課）

（５）

25,330 千円

（担当：中央公民館）

　犯罪の起きにくい環境づくりを維持するため、町内会等において設置した防犯カメラの更新費用
を補助します。

　生活に困窮し、生理用品の用意ができない方への支援として、これまで在庫限りで実施していた
公共施設での生理用品の配布を、令和６年度以降も継続し、１年間で必要な数の生理用品を購入し
ます。
※この事業は、令和６年度ガバメントクラウドファンディング試行実施対象事業として、寄附を募集
します。集まった金額に応じて生理用品を購入し備蓄するとともに、当該事業を広く周知していき
ます。

学校施設長寿命化計画を策定します

　学校施設長寿命化基本方針の計画期間が令和７年度で終了となることから、令和８～１７年度ま
での１０年間の計画を、令和６～７年度の２か年で策定します。

公共施設での生理用品の配布を継続して実施します

消防団員の消防活動用の被服を更新します

　消防団員の消防活動における安全性や耐火性等を向上させるため、防火服等を更新します。

中央公民館長寿命化改修工事（設計）を行います

　朝霞市公共施設等マネジメント実施計画に基づき、中央公民館の長寿命化改修工事に係る設計を
令和５～６年度の２か年で実施します。

防犯カメラを更新するための費用を補助します

３ 総合計画の将来像の基本概念に基づく主な事業
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（６）

209,167 千円

（担当：文化財課）

（７）

344,964 千円

（担当：生涯学習・スポーツ課）

（８）

165,429 千円

（担当：地域づくり支援課）

（９）

4,053 千円

（担当：まちづくり推進課）

（１０）

18,235 千円

（担当：みどり公園課）

（１１）

2,019 千円

（担当：開発建築課）

　朝霞駅周辺地区の課題である交通安全対策について、朝霞駅南口周辺道路の安全対策の検討を
進めるため、令和５～６年度の２か年で基本構想を策定します。

所有者及び相続人不明の管理不全空き家の対応に取り組みます

　所有者及び相続人不明の管理不全空き家について、相続財産清算人の選任を家庭裁判所に申し
立て、管理不全空き家の解消に繋げます。

　現在の計画期間が令和６年度に終了することから、令和７年度から１０年間の計画を策定します。

朝霞駅南口周辺道路の安全対策を検討します

仲町市民センター大規模改修工事を行います

　朝霞市公共施設等マネジメント実施計画に基づき、仲町市民センターの大規模改修工事を、令和
６～７年度の２か年で実施します。

公園施設長寿命化計画を策定します

武道館改修工事を行います

　朝霞市公共施設等マネジメント実施計画に基づき、武道館の耐震改修工事及び長寿命化工事を、
令和５～６年度の２か年で実施します。

博物館外壁等改修工事を行います

　博物館の外壁、屋上防水等の改修を行うほか、受水槽ユニットの更新工事を実施します。
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②　子育てがしやすいまちを目指す取組

（１）

0 千円

（担当：保育課）

（２）

356 千円

（担当：健康づくり課）

（３）

0 千円

（担当：教育指導課）

（４）

千円

（担当：教育総務課・教育指導課）

（５）

千円

（担当：教育総務課）

（６）

千円

（内訳） （担当：教育総務課）

小学校少人数学級整備事業：25,607千円　　　第六小学校校舎増築事業：872,262千円

第九小学校校舎増築事業：663,330千円

　小学校の学級定員の引き下げによる学級数の増加に伴い、普通教室が不足することから、第三
小学校で教室転用工事を実施するとともに、第六小学校・第九小学校で増築工事に伴う既存校
舎の整備工事等を実施します。

公設公営保育園でおむつ月額定額サービスを開始します

　希望する保護者が、毎月定額の利用料を事業者に支払うことで、事業者から直接おむつが保育
園に届き、おむつを利用できるサービスを実施します。

　造血幹細胞移植により定期予防接種で得た免疫が低下又は消失した方のワクチンの再接種費
用を助成します。

造血幹細胞移植後に必要な定期予防接種の再接種費用を助成します

小中学校におけるタブレット端末を活用したAIドリルを導入します

　小学３年生から中学３年生の児童生徒を対象にAIドリルを導入することで、個人の学習レベル
に応じた課題を設定することができ、個別最適な学びを提供します。
　また、長期休校時の学習課題としての活用や不登校等により学びに困難を抱える児童生徒への
学習サポートの充実が図れます。

156,422

1,561,199

12,283

第三中学校及び第四中学校に特別支援学級を新設します

　第三中学校に難聴学級を、第四中学校に自閉症・情緒障害学級を新たに設置します。

第十小学校校舎大規模改修工事を行います

　第十小学校の校舎及びプール棟について、外壁等の大規模改修工事を実施します。

少人数学級に対応するため普通教室への転用整備工事及び
第六小、第九小学校校舎の増築工事を行います
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③　つながりのある元気なまちを目指す取組

（１）

4,375 千円

（担当：福祉相談課）

（２）

24,807 千円

（担当：福祉相談課）

（３）

94 千円

（担当：こども未来課）

（４）

12,816 千円

（担当：健康づくり課）

（５）

677 千円

（担当：教育指導課）

（６）

300 千円

（担当：地域づくり支援課）

　朝霞市民まつりの鳴子踊りに参加する小中学校に対する補助金に、新たに11回目（以降10回
毎）の参加となる学校などへの補助金を増額します。

小中学校への鳴子踊り参加促進支援のための補助金を増額します

社会福祉協議会による法人後見事業を開始します

　社会福祉協議会による法人後見事業を開始するための費用を補助します。

小中学校の部活動等における地域人材の活用を促進します

（仮称）福祉等複合施設建設工事（設計業務）を行います

埼玉県が実施する出会いサポート事業に参入します

帯状疱疹任意予防接種の費用を助成します

　50歳以上の市民を対象に、帯状疱疹任意予防接種の費用の一部を助成します。

　溝沼浄水場跡地に児童館、子育て世代包括支援センター、福祉総合相談窓口などを核とした地
域共生社会の実現に向けた拠点となる複合施設を建設するための設計を、令和６～７年度の２
か年で実施します。

　埼玉県が実施している公的な結婚支援センター（恋たま）は、結婚を誠実に希望する独身男女
に出会いの機会を提供する機関で、市が会員になることで、市民は利用登録料の割引を受ける
ことができます。

　小中学校の部活動等の充実と地域と共にある学校づくりを推進するため、地域人材活用支援
員の活用回数を拡充します。
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④　自然・環境に恵まれたまちを目指す取組

（１）

10,000 千円

（２）

4,509 千円

（担当：みどり公園課）

（３）

1,486 千円

（担当：みどり公園課）

（４）

148,143 千円

（担当：みどり公園課）

（５）

29,997 千円

（担当：みどり公園課）

（６）

211,042 千円

（担当：みどり公園課）

　身近な公園が不足する地域の解消を図り、また市民の憩いの場、災害時の避難場所としても活
用できるように、（仮称）宮戸二丁目公園を整備します。

　遊具等の施設を設置するほか、災害時の避難場所としても活用できるように、まぼりひがし公
園（根岸台五丁目地内）の整備工事を行います。

滝の根公園の遊具を更新します

　老朽化した既存の木製アスレチック遊具を撤去し、新たなアスレチック遊具を設置します。

城山公園の利用再開に向けた整備を行います

　ナラ枯れ被害により令和４年９月から閉鎖している城山公園の利用再開に向けた整備を実施し
ます。

（担当：まちづくり推進課）

公園の樹木定期点検を実施します

　全国的に広がりを見せているナラ枯れ被害への対応として、都市公園等の樹木の定期点検を実
施します。

北朝霞駅西口ロータリー広場化に向けた実証実験を行います

　北朝霞駅西口ロータリーを、車中心のロータリーから人中心の広場へ改修するため、実証実験
等を行います。

（仮称）宮戸二丁目公園を整備します

まぼりひがし公園を整備します
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⑤　基本構想を推進するための取組

（１）

10,032 千円

（担当：政策企画課）

（２）

12,306 千円

（担当：政策企画課）

（３）

1,237 千円

（担当：デジタル推進課）

　インボイス対応領収書の発行機能のほか、全ての人にやさしいユニバーサルデザインを採用す
るなど、社会の変化に対応したシステムを導入します。

第６次総合計画を策定します

　第５次総合計画が令和７年度で終了することから、令和８～１７年度を計画期間とする「第６次
朝霞市総合計画」を、令和５～７年度の３か年で策定します。

朝霞地区４市共用火葬場の基本構想を策定します

　朝霞地区４市の公設火葬場設置に向けた基本構想の策定を行います。

公共施設予約システムを更新します
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款 本年度予算額 前年度予算額

比 較

増 減
前 年 度 に
対 す る 割 合

本 年 度 予 算
総額に対する割合

01 市 税 24,482,016 23,799,554 682,462 102.9 47.8

02 地 方 譲 与 税 237,000 219,000 18,000 108.2 0.5

03 利 子 割 交 付 金 7,000 8,000 △ 1,000 87.5 0.0

04 配 当 割 交 付 金 133,000 171,000 △ 38,000 77.8 0.3

05 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 170,000 137,000 33,000 124.1 0.3

06 法 人 事 業 税 交 付 金 230,000 199,000 31,000 115.6 0.5

07 地 方 消 費 税 交 付 金 3,137,000 3,415,000 △ 278,000 91.9 6.1

08 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 11,000 12,000 △ 1,000 91.7 0.0

09 環 境 性 能 割 交 付 金 55,000 26,000 29,000 211.5 0.1

10 国有提供施設等所在市町村助成交付金 121,000 121,000 0 100.0 0.2

11 地 方 特 例 交 付 金 216,000 216,000 0 100.0 0.4

12 地 方 交 付 税 247,000 619,000 △ 372,000 39.9 0.5

13 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 13,456 13,402 54 100.4 0.0

14 分 担 金 及 び 負 担 金 597,402 597,115 287 100.0 1.2

15 使 用 料 及 び 手 数 料 820,528 826,061 △ 5,533 99.3 1.6

16 国 庫 支 出 金 10,816,451 10,421,567 394,884 103.8 21.1

17 県 支 出 金 3,710,080 3,654,848 55,232 101.5 7.2

18 財 産 収 入 143,196 143,258 △ 62 100.0 0.3

19 寄 附 金 8,103 22,931 △ 14,828 35.3 0.0

20 繰 入 金 1,206,270 928,651 277,619 129.9 2.4

21 繰 越 金 450,000 450,000 0 100.0 0.9

22 諸 収 入 1,241,898 1,162,613 79,285 106.8 2.4

23 市 債 3,148,600 2,837,000 311,600 111.0 6.2

歳 入 合 計 51,202,000 50,000,000 1,202,000 102.4 100.0

４ 歳入予算

歳入予算内訳

市税

244億8,201万6千円（47.8％）

〈237億9,955万4千円〉

国庫支出金 108億1,645万1千円（21.1％）

〈104億2,156万7千円〉
県支出金 37億1,008万円（7.2％）

〈36億5,484万8千円〉

地方消費税交付金 31億3,700万円（6.1％）

〈34億1,500万円〉

市債 31億4,860万円（6.2％）

〈28億3,700万円〉

諸収入 12億4,189万8千円（2.4％）

〈11億6,261万3千円〉

繰入金 12億627万円（2.4％）

〈9億2,865万1千円〉

使用料及び手数料 8億2,052万8千円（1.6％）

〈8億2,606万1千円〉

分担金及び負担金 5億9,740万2千円（1.2％）

〈5億9,711万5千円〉

地方交付税 2億4,700万円（0.5％）

〈6億1,900万円〉

繰越金 4億5,000万円（0.9％）

〈4億5,000万円〉

その他 13億4,475万5千円（2.6％）

〈12億8,859万1千円〉

・市税内訳
市民税

123億9,518万3千円<119億2,414万4千円>
固定資産税

97億1,772万円<95億5,662万9千円>
軽自動車税

1億5,821万4千円<1億5,013万2千円>
市たばこ税

8億323万2千円<8億194万1千円>
都市計画税

14億766万7千円<13億6,670万8千円>

（ ）内は構成比、〈 〉内は前年度予算額

〈500億円〉

※パーセント表記のものについては、小数点以下第２位を四捨五入しています。

単位：千円・％

※「その他」は、地方譲与税、利子割交付
金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付
金、法人事業税交付金、ゴルフ場利用税交
付金、環境性能割交付金、国有提供施設等
所在市町村助成交付金、地方特例交付金、
交通安全対策特別交付金、財産収入、寄附
金の合計です。

歳入合計
512億200万円
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款 本年度予算額 前年度予算額

比 較

増 減
前 年 度 に
対 す る 割 合

本 年 度 予 算
総額に対する割合

01 議 会 費 288,920 286,127 2,793 101.0 0.6

02 総 務 費 4,503,994 4,997,137 △ 493,143 90.1 8.8

03 民 生 費 26,860,991 25,583,111 1,277,880 105.0 52.5

04 衛 生 費 3,543,581 3,973,827 △ 430,246 89.2 6.9

05 労 働 費 1,421 1,753 △ 332 81.1 0.0

06 農 林 水 産 業 費 104,279 82,370 21,909 126.6 0.2

07 商 工 費 168,848 163,387 5,461 103.3 0.3

08 土 木 費 4,262,905 4,806,799 △ 543,894 88.7 8.3

09 消 防 費 1,606,923 1,511,493 95,430 106.3 3.2

10 教 育 費 6,770,006 5,423,212 1,346,794 124.8 13.2

11 公 債 費 3,034,124 3,114,776 △ 80,652 97.4 5.9

12 諸 支 出 金 6,008 6,008 0 100.0 0.0

13 予 備 費 50,000 50,000 0 100.0 0.1

歳 出 合 計 51,202,000 50,000,000 1,202,000 102.4 100.0

歳出予算内訳

民生費 268億6,099万1千円（52.5％）

〈255億8,311万1千円〉

教育費 67億7,000万6千円（13.2％）

〈54億2,321万2千円〉

総務費 45億399万4千円（8.8％）

〈49億9,713万7千円〉

土木費 42億6,290万5千円（8.3％）

〈48億679万9千円〉

衛生費 35億4,358万1千円（6.9％）

〈39億7,382万7千円〉

公債費 30億3,412万4千円（5.9％）

〈31億1,477万6千円〉

消防費 16億692万3千円（3.2％）

〈15億1,149万3千円〉

その他 6億1,947万6千円（1.2％）

〈5億8,964万5千円〉

※「その他」は議会費、商工費、農林水産費、予備費、諸支出金、労働費の合計です。

（ ）内は構成比、〈 〉内は前年度予算額

議会費…議会の活動のための経費です。
総務費…徴税・戸籍・選挙・統計などのための経費です。
民生費…福祉や保育など、住民の一定水準の生活を確保し、安定した社会生活を保障するための経費です。
衛生費…公害対策やごみ処理など、住民の健康で衛生的な生活環境を保持するための経費です。
労働費…労働者を支援する各種事業のための経費です。
農林水産業費…農業の改良や組合の指導育成、農業施設の管理のための経費です。
商工費…中小企業への融資支援、商工業の振興などのための経費です。
土木費…道路橋りょうの整備・改良、都市計画などのための経費です。
消防費…埼玉県南西部消防局の運営や消防団の活動などのための経費です。
教育費…学校・博物館・公民館・図書館などの施設の設置管理、その他教育や学術文化に関する事務を行うための経費です。
公債費…市が借り入れした市債（借金）の元金、利子の償還（返済）費です。

５ 歳出予算

※パーセント表記のものについては、小数点以下第２位を四捨五入しています。

単位：千円・％

〈500億円〉

歳出合計
512億200万円
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